
○令和４年度外部評価委員会の提案に対する検討結果及び５年度当初予算対応状況等

【分類】Ａ：事業内容・実施手法に関するもの Ｂ：部局間連携に関するもの Ｃ：成果指標・活動指標に関するもの

※14国民体育大会費、提案事項なし。

検討
結果

内　　容

観光スポー
ツ文化部
航空政策室

1 A

令和３年度から航空政策室が設置さ
れ、航空振興を図る体制が整備され
たことから、エアポートセールス専
門スタッフの雇用をアドバイザー契
約へ切り替え、県職員が中心となっ
てセールス活動に取り組んではどう
か。なお、専門スタッフの雇用を継
続する場合には、オンラインの活用
などにより、旅費の削減を図ってほ
しい。

対応済

専門スタッフによるエアポートセール
スの実施に際しては、オンラインも活
用し、旅費の削減を図っている。
なお、執行に際しても、引き続き、旅
費の節減に努める。
【Ｒ５当初予算額：7,543千円（439千
円減）】※(　)内の金額は、提案に係
る予算額の増減を記載

2 A
（親子などへ）飛行機に乗ることに
興味がわく活動にも取り組んでほし
い。

対応済

他の事業において、ジェットスター・
ジャパンと連携し親子航空教室を実施
する等、松山空港の利用促進を図って
おり、それらの事業実施に際しては、
専門スタッフとも適宜連携して取り組
んでいる。

3 C
成果指標「松山空港に就航する国内
線路線数」について「国際線路線
数」を追加してほしい。

検討中

【Ｒ５年度に対応予定】
令和５年度の当事業ＫＰＩは国際線も
加味した「松山空港発着の運航便数」
とする予定。（４年度は、コロナ禍に
よる国際線の欠航が続いているため、
現指標を継続する。）

4 C

活動指標「要望活動を行った航空会
社数」について、国内航空会社数は
限定されており、意味のあるセール
スや協議活動の実施が重要であるこ
とから、「活動から判明した課題件
数や課題解決件数」に変更してほし
い。

検討中

【Ｒ５年度に対応予定】
御指摘のとおりであり、意味のある
セールスや協議活動の実施には、航空
会社のみならず、就航先自治体やビジ
ネス需要を支える企業への働きかけも
重要なことから、活動指標を再検討す
る。
なお、活動から判明した課題等につい
ては、公表できないものも含まれるこ
とから、要望や交渉等の回数とする。

（予算施策）
○多様な交通
体系の整備・
充実

（事務事業）
2四国新幹線導
入促進事業費

企画振興部
交通政策室

5

見直し

A

Ｙｏｕ Ｔｕｂｅで、毎年似たよう
なコンテンツを更新するのではな
く、作成したコンテンツを有効活用
し、機運を高めるため、以下のよう
なことにも取り組んでほしい。
①視聴時間が長いため、もう少しコ
ンパクトなもの（３～５分以内）も
作成して、いろいろな県の催しの待
ち時間に投影する
②５秒、10秒、15秒バージョンを作
成し、Ｙｏｕ Ｔｕｂｅ広告に出稿
する(エリアや時期を絞る）
③職員の熱意が伝わるような動画を
職員自身が制作する

検討中

【Ｒ５年度に対応予定】
令和５年度において、四県連携推進費
を活用し、Ｙｏｕ Ｔｕｂｅにおいて
ターゲットを絞った広告の実施を検討
している。

6 C

成果指標「ＰＲイベントの実施回数
（実績）」は、機運醸成を図るため
の手段の活動的な指標であることか
ら、「Ｙｏｕ Ｔｕｂｅコンテンツ
の延べ視聴回数」や「ＳＮＳのフォ
ロワー数」といった機運醸成がされ
たことを示す指標に変更してほし
い。

検討中
【Ｒ５年度を目途に検討】
御意見のとおり、成果指標の見直しに
ついて検討して参りたい。

7 C

＜予算施策に関する提案＞
成果指標Ａ「愛媛発着の旅客流動
数」及び成果指標Ｂ「県内の主な公
共交通機関の年間輸送人員」の評価
欄について、指標の実績値は新型コ
ロナウィルス感染症の影響を受けて
いると考えられるので、その内容を
記載してほしい。

対応済
コロナ禍により旅客数の減少を受けて
いることについて、令和３年度予算施
策評価表に加筆修正した。

部 局
課室名

（R3年度所管）

提 案分類番号
予 算 施 策
事 務 事 業

事 業 の
方 向 性

※５年度ＫＧＩ（重要目的達成指標）・ＫＰＩ（重要業績評価指標）の設定については、現在策定中の新総合計画の施策体系に基づいており、
新総合計画の内容等に応じて、見直しが必要となる可能性がある。

（予算施策）
○航空ネット
ワークの整
備・充実

（事務事業）
1松山空港エア
ポートセール
ス強化事業費

見直し

部 局 の 検 討 結 果

1



検討
結果

内　　容

部 局
課室名

（R3年度所管）

提 案分類番号
予 算 施 策
事 務 事 業

事 業 の
方 向 性

部 局 の 検 討 結 果

保健福祉部
子育て支援
課

8

見直し

A

中高生の来園者数増加を図る取組み
として、以下のようなことも検討し
てほしい。
①中高生に訴求力のあるデジタルコ
ンテンツ（ＴｉｋＴｏｋ、インフル
エンサー活用、ＶＲ等）を展開して
魅力が伝わるようにしてほしい
②部活動等で総合運動公園に来てい
る中高生をこどもの城へ誘導する仕
組み
③中高生が利用しやすいよう交通ア
クセスを改善

対応済

①これまで、同施設のホームページや
Ｔｗｉｔｔｅｒ・Ｉｎｓｔａｇｒａｍ
等のＳＮＳを通じて広報を展開してお
り、令和５年度には、ＴｉｋＴｏｋで
の広告配信を実施予定。
②とべもりエリア（えひめこどもの
城、とべ動物園、県総合運動公園）一
体を体験してもらうため、周遊モデル
コースの造成や広報による他施設との
連携に努めている。
③既に松山市駅から30分１便のバスが
運行しており、費用対効果等を考慮す
ると、現時点で県予算による新たな交
通アクセスの整備は不要と考えてい
る。

9 C

成果指標「ジップラインを知ってい
る・遊びたい県民の割合」は部分的
すぎるため、「利用者の満足度」や
「リピート率」または、ＳＮＳ広告
等のデジタルマーケティングの効果
が分かる指標（コンバージョン率
等）に変更してほしい。

検討中

【Ｒ６年度を目途に検討】
とべもりジップラインは令和３年の
オープンで、まずは認知度向上及びそ
の魅力のＰＲが重要と考えているた
め、広報媒体もインターネット以外に
も幅広く検討しており、適切な指標に
ついても引き続き検討したい。

保健福祉部
子育て支援
課

10 A

市町のニーズがあれば、休日子ども
サポート事業の補助率引き上げを検
討するなど、市町のサポートや事業
拡大を図ってほしい。

対応済

休日子どもサポートについては、事業
開始後３年間は県と市町が同額を負担
することとしているため変更は難しい
が、地域住民や実施自治体のニーズを
考慮し、事業４年目となる令和５年度
も補助率を維持する形でサポートを継
続。

11 A

民間企業からの寄附金増加のため、
参加企業のステータスやメリットを
出す取組みとして、「えひめ仕事と
家庭の両立応援企業認証制度」のよ
うに、名刺やパンフレット等に印刷
できる「子どもの愛顔応援ファン
ド」ロゴマークを設定してはどう
か。

対応予定
なし

寄附いただいた企業・団体や個人につ
いては、ファンドのＨＰで御紹介させ
ていただいているほか、一定額以上を
寄附いただいた場合に感謝状を贈呈す
る制度を設けており、認証制度のよう
に企業の取組みをＰＲいただく際に使
用するロゴマークの設置は予定してい
ない。

保健福祉部
子育て支援
課

12

見直し

A
紙おむつ以外の紙製品も対象として
はどうか。

対応済

県内おむつメーカー３社からの協賛金
を事業費の一部に充てており、当事業
における紙おむつ以外への対象拡大は
難しいが、令和５年度予算において、
市町連携により若年世帯を対象とした
育児用品等の購入を支援する事業を実
施予定。
【（新規）えひめ人口減少対策総合交
付金　Ｒ５当初予算額：1,748,374千
円】

13 A
独自に第１子出生世帯への支援に取
り組む市町に対し、県が支援を行っ
てはどうか。

対応済

令和５年度予算において、市町連携に
より若年世帯を対象とした育児用品等
の購入を支援する事業を実施予定。
【（新規）えひめ人口減少対策総合交
付金　Ｒ５当初予算額：1,748,374千
円】

14 C

成果指標「合計特殊出生率」は包括
的な指標なので、「第２子以降の出
生数」など事業内容に即した指標に
見直してほしい。

対応予定
なし

第２子以降の出生は第１子の出生が前
提となっており、県全体の出生数の減
少傾向が続く中、具体的な目標設定が
困難であるほか、当事業において、子
育て世帯に優しい愛媛をＰＲすること
は、第１子も含めた出生率増加に寄与
することを期待したものであることか
ら、引き続き「合計特殊出生率」を指
標として使用する。

（予算施策）
○地域全体で
の子育て支援
体制の確立と
充実

（事務事業）
5愛顔の子育て
応援事業費

（予算施策）
○地域全体で
の子育て支援
体制の確立と
充実

（事務事業）
4子どもの愛顔
応援ファンド
活用事業費

見直し

（予算施策）
○地域全体で
の子育て支援
体制の確立と
充実

（事務事業）
3えひめこども
の城魅力向上
推進事業費
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検討
結果

内　　容

部 局
課室名

（R3年度所管）

提 案分類番号
予 算 施 策
事 務 事 業

事 業 の
方 向 性

部 局 の 検 討 結 果

保健福祉部
子育て支援
課

15

見直し

A

速やかな情報共有を図り、早期発
見、早期対応につなげるため、拠点
病院の医師や事務局職員に対し「ビ
ジネスチャット」など同報性、即時
性の高いツールを導入してはどう
か。
県のＤＸ戦略の実践の視点からも検
討すべきである。

対応予定
なし

拠点病院では虐待が疑われる事案を発
見した際、初期のアセスメント（トリ
アージ）含め、院内での連絡・対応フ
ローが確立しており、現時点で同報
性・即時性の高いツールの導入までは
必要ないと考えている。

16 A

拠点病院への連絡が代表番号になっ
ているところもあり、外来予約等と
同様ではなく、関係部門に直接つな
がる電話回線の設置をすべきであ
る。

検討中

【Ｒ５年度に検討】
児童虐待事案に係る拠点病院等への連
絡先電話番号については、各病院の対
応体制の状況を踏まえながら、引き続
き協議・検討することとしている。

17 C

成果指標として、「児童虐待対応研
修受講者数」や「児童虐待 相談経
路割合（医療機関）」を追加して、
ネットワーク効果を示す指標への変
更が適切と思われる。

対応済

令和４年度成果指標を児童虐待の早期
発見と適切な対応を図る効果指標とし
て、「地域の医療機関から拠点病院等
への虐待疑いに関する連絡件数」へ変
更する。

（予算施策）
○児童生徒の
健全育成と教
育相談の充実

（事務事業）
7不登校児童生
徒等支援事業
費

教育委員会
義務教育課

18

見直し

A
経済的支援が必要な子どもたちが利
用しやすいような制度設計(申請方
法、メニュー拡充）としてほしい。

対応済

現行制度でも支援が必要な子どもや保
護者が利用できるようになっている。
また、利用促進のため、学校への周知
に加えて、フリースクール等の施設に
も情報提供及び支援の詳細について説
明し、施設からも保護者に申請方法や
支援内容等、情報提供及び保護者への
相談・支援ができたことで、今年度の
申請者が増加した。令和５年度も引き
続き、この周知方法により、必要な家
庭に支援を届けられるようにする。

19 A

スクールソーシャルワーカーの増員
やオンライン相談ができる環境整備
など、相談しやすい仕組みづくり
(待たない、気軽に相談できる）を
図ってほしい。

対応済

令和５年度は、市町の要望に応じて、
スクールソーシャルワーカーを２名増
員するための予算を計上し、相談支援
体制の充実を図っている。また、ス
クールソーシャルワーカーへの調査に
よると、約６割がオンラインカウンセ
リングを検討していることから、県と
してオンラインカウンセリングの事例
や効果等について情報提供するととも
に、端末や通信環境の整備等を市町等
に働き掛け、相談しやすい仕組みづく
りを図っていく予定である。
【Ｒ５当初予算額：10,679千円（440千
円増）】※(　)内の金額は、提案に係
る予算額の増減を記載

20 C

事業の成果指標として、「校内サ
ポートルームで好転した児童生徒割
合」を追加してほしい。
※すでに事業報告としてデータがあ
るため

対応予定
なし

県では、校内サポートルームに係る事
業は、モデル事業として取り組んでお
り、今後は市町主導へと移行させてい
く予定である。このため、支援の在り
方については、市独自の取組も始まる
など、支援形態が今後も変更していく
ことが予想されるため、長期的な推移
を図る指標を掲げることは難しい。

21 C

＜予算施策に関する提案＞
成果指標Ａ「小・中・高校・特別支
援学校における認知したいじめの解
消状況」について、いじめの認知件
数の総数の推移が分かるよう評価に
おいて表記を工夫して説明責任を果
たしてほしい。

対応済

いじめの認知件数については、数値の
多寡によってだけでは評価しておら
ず、どの学校においてもいじめは起こ
りうるという認識をもって積極的に認
知し、早期発見、早期解決を図るよう
にしている。そのため、予算施策の評
価としては、現在の「各学校において
認知したいじめの解消状況」を指標と
して設定することにより、児童生徒が
安心して学校生活を送ることができる
相談体制の確立を目指している。提案
を踏まえ、いじめの認知件数の状況も
様式内に追加記載し、わかりやすい内
容となるよう努めたい。

（予算施策）
○児童、ひと
り親家庭、女
性の保護と自
立の促進

（事務事業）
6児童虐待防止
医療ネット
ワーク事業費
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検討
結果

内　　容

部 局
課室名

（R3年度所管）

提 案分類番号
予 算 施 策
事 務 事 業

事 業 の
方 向 性

部 局 の 検 討 結 果

（予算施策）
○スポーツを
通じた地域づ
くりの推進

（事務事業）
8愛・野球博開
催事業費

観光スポー
ツ文化部
地域スポー
ツ課

22

見直し

A

次年度以降も愛媛県として野球を歴
史的背景も含め「推しスポーツ」と
して展開するのであれば、ブラン
ディングには継続的な取組みが必要
であることから、競技人口拡大に加
え、文化的、教育的な視点も取り入
れながら、今後も野球を切り口とし
た事業を展開してほしい。

対応済

本県に根付く「野球文化」を大切に守
りながら、次世代に引き継ぐため、組
織改正を行い、「えひめ野球文化推進
監（課長級）」及び野球文化推進グ
ループを新設するとともに、「野球」
を切り口としたスポーツ・文化・観光
面での交流を促進することにより、本
県の認知度向上と交流人口拡大による
地域経済の活性化を図る事業を実施す
るための予算を令和５年度当初予算に
計上している。
【（新規）「野球文化交流促進事業」
Ｒ５当初予算額：25,637千円】

23 C

次年度も野球をテーマにした事業を
継続するのであれば、成果指標「愛
媛県内の高校野球連盟登録者数にお
ける県内出身者の割合」を加えるこ
とを検討してほしい。

検討中

【Ｒ５年度に対応予定】
「野球文化交流促進事業」の実施に際
し、野球を切り口とした交流人口拡大
を図ることとしていることから、成果
指標としては「野球文化交流人口（大
規模野球大会の誘致開催や県外野球
チームとの交流試合の実施）」と定め
ている。

24 C

＜予算施策に関する提案＞
成果指標Ａ「愛媛スポーツ・レクリ
エーション祭参加人数」は、１事業
レベルの指標であり、予算施策の目
的全体を示す指標として妥当ではな
いため、「週１回以上スポーツを行
う県民の割合」(県民アンケート）
や、「愛媛県及び20市町の各種大
会・講座の総参加者数」など全体を
示す指標への変更をお願いしたい。

対応済

令和４年度の政策・事務事業評価にお
いて、「週１日以上スポーツを行う県
民の割合」とし、より成果を反映した
指標に見直す。

25 C

＜予算施策に関する提案＞
成果指標Ｂ「武道館利用者数」につ
いて、武道館だけでなく、県のス
ポーツ施設の利用人数（スポーツ利
用分）とすべきである。

対応済

県有スポーツ施設で同基準のスポーツ
利用者数を計上していないため、令和
４年度の政策・事務事業評価におい
て、大規模なスポーツ施設の武道館及
び県総合運動公園のスポーツ利用者数
を指標とする。

（予算施策）
○スポーツを
通じた地域づ
くりの推進

（事務事業）
9生涯スポーツ
推進事業費

観光スポー
ツ文化部
地域スポー
ツ課

26

見直し

A

事業名と内容の整合性がないため、
今後もウォーキング中心の事業展開
を進めるのであれば、事業名を変更
してほしい。またはウォーキング部
分を別事業として分割することが望
ましい。

対応予定
なし

生涯スポーツの普及を目的に、県民誰
もが気軽に取り組めるウォーキングに
着目し、アプリ等を活用したオンライ
ンイベントやウォーキング講習会等を
開催することで、スポーツを「する」
きっかけづくりとしているため。
また、令和５年度予算ではスマートバ
ンド等を活用したオンラインイベント
を開催することとしており、ウォーキ
ングに限らず、全てのスポーツに拡充
した事業を予定している。

27 A

本事業は、生涯スポーツへの取組み
をしやすくする場を提供する事業で
あり、県と市町で重複がないメ
ニュー・種目設定または県が仕組み
をつくり、市町で活用するなどの役
割分担を行ってほしい（各市町で
ウォーキング教室は実施しており、
重複感があるため）。

対応予定
なし

県が実施する事業ではアプリ等を活用
したオンラインイベントやウォーキン
グ講習会等を開催し、スポーツを「す
る」きっかけづくりを目的としてお
り、市町が実施する単発のウォーキン
グ大会イベントとは異なるため。
また、令和５年度予算ではスマートバ
ンド等を活用したオンラインイベント
を開催することとしており、ウォーキ
ングに限らず、全てのスポーツに拡充
した事業を予定している。
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観光スポー
ツ文化部
競技スポー
ツ課

28

見直し

A

「えひめハイパフォーマンス測定
室」をより多くの必要な方に利用で
きるように対象を広げて周知し、稼
働率を高めてほしい。

対応予定
なし

競技別アスリートにおける身体機能等
のデータを蓄積し、医科学的知見に基
づきデータ分析・検証を行うことで、
適性競技の評価や効果的なトレーニン
グ方法などに活用することを目的とし
ており、対象者は明確に絞られてい
る。
また、スポーツ医科学に関する専門的
知識・技術を有する職員が測定する必
要があること、測定や分析・検証には
多大な労力を要することから、これ以
上対象を広げることは困難。

29 C

事業目標がトップアスリートの育
成・強化であることから、成果指標
に「日本代表選手の輩出数（累
計）」を加えてほしい。

対応済

令和４年度成果指標を「国際大会年間
出場者数（過去最高水準５人/年の継
続）」を設定したい。（５年度ＫＰＩ
も同じ指標とする予定）

30 C

＜予算施策に関する提案＞
成果指標Ａ「国民体育大会の天皇杯
順位」について、目標値を10位台か
ら19位以内に変更してはどうか。

対応予定
なし

競技得点の高い都道府県が12、13団体
程度あり、本県がそれ以上の得点を獲
得することは困難であることから、10
位台を設定（19位以内は12、13位以内
も含まれ現実的ではない）。また、目
標数値は、一般的に丸い数字を設定し
ていることから、10位台が適切である
と考える。（新総合計画の細施策ＫＧ
Ｉを「国民体育大会天皇杯順位10位
台」、令和５年度事業のＫＰＩには、
「国民体育大会天皇杯順位10位台（入
賞件数90件相当）」を設定する予定）

31 C

＜予算施策に関する提案＞
成果指標Ｂ「トップアスリート（パ
ラトップアスリートを含む）に対す
る支援金・補助金の交付人数」につ
いて、名称を「〇〇大会以上の出場
者数」等、成果的表現へと変更すべ
きである。

対応済

令和４年度の政策・事務事業評価にお
いて、「本県ゆかりの日本代表(候補)
選手等の人数（トップアスリート強化
支援金及びパラアスリート支援費補助
金交付人数）」に変更したい。

観光スポー
ツ文化部
競技スポー
ツ課

32

見直し

A

補助対象者の抱える課題やニーズを
聞取りや実績報告書等から把握し、
適切な補助対象経費の設定や補助金
の執行に努めてほしい。

対応済

各競技団体等の意見や要望に耳を傾け
ながら競技力向上対策を講じていくこ
とが重要であることから、これまで
も、年２回、県スポーツ協会同席のも
と、競技団体とのヒアリングを実施す
るなど、丁寧な対応に努めている。今
後も引き続き、関係機関と十分に連携
しながら、補助金の執行に努めたい。

33 C

成果指標「国民体育大会天皇杯の順
位」は、施策の指標と重複している
ため、大会への参加者数など競技団
体への補助の効果が測定できるよう
な事業内容に即した指標に変更すべ
きである。

対応済

令和４年度の政策・事務事業評価にお
いて、「国民体育大会入賞件数90件」
とし、より成果を反映した指標に見直
したい。（新総合計画の細施策ＫＧＩ
を「国民体育大会天皇杯順位10位
台」、５年度事業のＫＰＩには、「国
民体育大会天皇杯順位10位台（入賞件
数90件相当）」を設定する予定）

（予算施策）
○アスリート
の発掘育成と
競技力向上

（事務事業）
12スポーツ医
科学サポート
事業費

観光スポー
ツ文化部
競技スポー
ツ課

34

見直し

C

成果指標「国民体育大会天皇杯の順
位」は、施策の指標と重複するた
め、「医科学的な指導が役に立った
とする団体（またはアスリート）の
割合（「大変役に立った」、「役に
立った」の合計）」など指導者派遣
を受けた団体やアスリートの声を取
り入れた指標に見直すべきである。

対応済

令和４年度成果指標において、「ス
ポーツ医科学指導者派遣等事業の参加
人数5,000人/年間」とし、より成果を
反映した指標に見直したい。（５年度
のＫＰＩも同じ指標とする予定）

（予算施策）
○アスリート
の発掘育成と
競技力向上

（事務事業）
11競技力向上
対策本部事業
費

（予算施策）
○アスリート
の発掘育成と
競技力向上

（事務事業）
10えひめ愛顔
のジュニアア
スリート発掘
事業費
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（予算施策）
○アスリート
の発掘育成と
競技力向上

（事務事業）
13トップアス
リート強化支
援事業費

観光スポー
ツ文化部
競技スポー
ツ課

35

見直し

C

成果指標「国民体育大会天皇杯の順
位」は、施策の指標と重複してお
り、本事業の目的や内容に合った成
果指標を設定すべきである。
例）合宿・遠征の経済的負担が軽減
したアスリート数

対応済

令和４年度成果指標において、「強化
支援金の交付回数（延べ回数）100回/
年」とし、より成果を反映した指標に
見直したい。（５年度のＫＰＩも同じ
指標とする予定）

（予算施策）
○アスリート
の発掘育成と
競技力向上

（事務事業）
14国民体育大
会費

観光スポー
ツ文化部
競技スポー
ツ課

-

継続

- 意見なし

企画振興部
デジタルシ
フト推進課

36

見直し

B

愛媛県デジタル総合戦略に掲げる行
政、暮らし、産業分野それぞれのデ
ジタル化のロードマップを県民・市
町に明示してほしい。

対応済

【一部対応予定】
来年度に策定する次期戦略（R6～）を
検討する中で、進捗や達成状況の見え
る化についても検討を行う。

37 C

人材育成は手段であるため、成果指
標を、「県民向けのＤＸ取組み件数
（改善件数）」にしてＤＸの取組み
状況を成果として示してほしい。

検討中

【Ｒ５年度を目途に検討】
職員のデジタルリテラシー向上の成果
については、各種ＤＸ研修による職員
の知識、スキルの習熟度を測るための
より良い指標の検討を行う。

※事業の見直しにより、本事業におい
て実施していたＤＸ推進リーダー育成
研修事業（業務委託）は廃止する。
なお、ゼロ予算事業として、管理職を
含む幅広い職員を対象とした「ＤＸ基
礎研修」やデジタルコーディネーター
（外部専門人材）による「ＤＸ専門研
修」は継続する。

38 C

活動指標「デジタルコーディネー
ターによるＤＸ専門研修」の単位に
ついて、実施回数ではなく、参加者
数や研修受講率の実績などに変更し
てほしい。

検討中
【Ｒ５年度を目途に検討】
事業実施の中で、より良い指標の設定
について検討を行う。

農林水産部
畜産課

39

見直し

A

令和６年度から研究結果を、実際の
農家が実装化できるまでに落とし込
んで展開してほしい。令和６年度ま
でが難しい場合は、効果のある分野
を継続的に研究に取り組み、実装化
してほしい。

対応済

得られた成果はマニュアル等を作成
し、ＨＰ公開や普及機関との連携等に
より、早期の現場実装につながるよう
取組んでいく予定である。また、農家
経営の改善につながる技術として調査
継続が必要なものについては、令和６
年度以降も積極的に取組んでまいりた
い。

40 A
他県等と技術共有を積極的に行うな
ど、共同して取り組んでほしい。

対応済

興味を示す他県等と共同して取り組め
るよう、中国四国地域の研究者の意見
交換会等で、成果情報を提供すること
としている。

41 C

本事業を実施した具体的な成果が分
かるよう、成果指標を「効果を認め
た項目（①牛の行動把握、②繁殖成
績改善、③泌乳成績向上、④豚体重
測定の時間短縮、⑤豚体重測定の時
間短縮）」から「効果が認められた
調査項目の割合（％）（全５項
目）」に、活動指標を「調査実施項
目数（全５項目）」に、それぞれ名
称を変更してほしい。

対応済

令和４年度成果指標については提案通
り修正し、５年度のＫＰＩにおいては
提案を踏まえて具体的な成果が分かる
指標の設定に努める。

（予算施策）
○新しい政策
立案・推進体
制の整備

（事務事業）
15デジタルト
ランスフォー
メーション推
進事業費

（予算施策）
○競争力のあ
る産地づくり

（事務事業）
16家畜生体情
報高度利用技
術確立事業費
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